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１

今回訓練の特徴
※下線部は、今年度新たに取り組んだ内容

１ 国の原子力総合防災訓練との合同訓練と、県・市による訓練及び市独自の訓練の実施

２ 複合災害（地震及び原子力災害）を想定し、原子力災害の事態進展に応じた対応訓練

警戒事態(ＡＬ)→施設敷地緊急事態(ＳＥ)→全面緊急事態(ＧＥ)→ＯＩＬ２(注)

３ ＯＩＬ２地区の決定及び決定に基づく住民一時移転の意思決定までの一連の手順を実施

４ 原子力防災システム(NISS・専用系PCで利用)での情報共有を実施

５ 県庁講堂への市行政機能移転訓練を実施

６ 緊急速報（エリア）メールで「屋内退避」「一時移転」の指示を送信

７ 福祉車両を使用した避難行動要支援者搬送訓練

（注） ＯＩＬ２
避難や屋内退避等の防護措置の実施を判断するための放射線モニタリングなどの計測値の基準で、
OIL2は、放射線量が２０μＳｖ／ｈを超えた地区で、１週間程度内に一時移転（避難）を実施する

島根県東部を震源とする地震が発生し、松江市は震度6強、境港市は震度５強を
観測。
島根原子力発電所は、地震により外部電源を喪失、その後の事態進展に伴う屋内

退避後、放射性物質の放出に至り一時移転が指示されるという想定で実施。

原子力総合防災訓練 訓練想定



番号 訓練場所・訓練内容

１
●外江公民館

住民避難訓練、避難行動要支援者避難訓練（車いす）

２ ●外江小学校 避難行動要支援者避難訓練（ｱｲﾏｽｸ）

３ ●第三中学校 住民避難訓練

４
●渡公民館

住民避難訓練、避難行動要支援者避難訓練（ﾘﾔｶｰ）

５
●渡小学校

住民避難訓練、避難行動要支援者避難訓練（車いす）

６ ●夕日ヶ丘２丁目集会所 住民避難訓練

７ ●上道駅（ＪＲ避難者乗車駅）

８ ●米子駅（ＪＲ避難者下車駅）

９
▲美保分屯地

逃げ遅れた住民避難訓練（自衛隊車両、海保ヘリ）

１０
▲米子駐屯地 逃げ遅れた在宅避難行動要支援者避難

訓練 （自衛隊車両、陸自ヘリ）

１１
■拠点薬局（てらもと薬局）

安定ヨウ素剤配送訓練

避
名和農業者トレーニングセンター

避難退域時検査体験等

本

市役所 災対本部等訓練、情報伝達訓練、

安定ヨウ素剤服用等訓練、

避難行動要支援者搬送訓練支援

◎鳥取県庁講堂 市行政機能移転訓練

◎鳥取県立鳥取東高 広域住民避難訓練 ２

訓練実施状況（全般）
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実施日及び災害対策本部等運営訓練、情報伝達訓練の実施状況

【実施日】
（１）原子力防災講座 １０月 ５日（土）及び１２日（土）
（２）保育園等の訓練 １１月 ７日（木）及び ８日（金）ほか
（３）災害対策本部等運営訓練 １１月 ８日（金） ～ １０日（日）
（４）市行政機能移転訓練 １１月 ９日（土）
（５）住民避難訓練等 １１月１０日（日）

１ 災害対策本部等運営訓練
（１）地震及び原子力災害の進展に応じた対策会議

◇訓練参加者：１７名（情報連絡員５名含む）
（２）国(官邸)、原子力緊急時対応センター(ERC)、

島根県原子力防災センター(OFC)及び２県６市による
ＴＶ会議【初】

（３）一時移転該当地区発生時の対応【初】
（４）境港警察署(2名)及び境港消防署(1名)との情報共有
（５）中国電力・情報連絡員(2名)による事象報告

２ 情報伝達訓練等
（１）緊急速報（エリア）メールの複数回送信【初】
（２）防災行政無線、トリピーメール、市ＨＰ等による住民広報
（３）原子力防災システム(NISS)による情報共有【初】

３

【地震災害対策本部運営訓練】

【原子力緊急事態宣言モニター】



住民避難訓練の実施状況①

３ 住民避難訓練
（１）参加住民数等（訓練参加職員：約５０名）

外江及び渡地区を対象として実施

地区名 外江 渡 合計

参加者数 ２９名 ２７名 ５６名

集結所数 ２か所 ４か所 ６か所

避難手段
バス

陸自車両・ヘリ
バス・ＪＲ
陸自車両・ヘリ

【避難所見学・避難者体験】

（２）住民避難訓練
① 一時集結所参集訓練（消防団による誘導含む）
② 多様な避難手段による避難訓練
③ 鳥取市までの広域住民避難訓練
④ 逃げ遅れた住民の避難訓練（ヘリ２機）【初】
⑤ 避難退域時検査等体験

【バス避難の状況】

【バス避難の状況】

【組み立て訓練】 【避難退域時検査会場】 ４



住民避難訓練の実施状況②

（３）在宅の避難行動要支援者搬送訓練

地区名 外江 渡 保健相談センター

避難手段 車いす アイマスク 車いす リヤカー 車いす、福祉車両

参加者数
住民３名
市職員１名

住民３名
市職員1名

住民３名
市職員1名

住民４名
市職員1名

中国電力職員４名
市職員1名

➀ 在宅の避難行動要支援者の搬送（車いす、リヤカー）

② 視覚障がい者の同行援助（アイマスク）

③ 逃げ遅れた在宅の避難行動要支援者を想定し、陸上自衛隊の

高機動車及びﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難退域時検査会場まで搬送

④ 福祉車両による避難行動要支援者搬送訓練【初】

５【福祉車両による避難】 【リヤカーによる避難】

【視覚障がい者同行援助】

【車いすによる搬送】



安定ヨウ素剤服用訓練等、配送訓練実施状況

４ 安定ヨウ素剤服用等訓練
（１）境港市保健相談センター講堂を公民館と見立てて、公民館に屋内退避している住民に

一時移転の指示があり、安定ヨウ素剤の配付を行う想定で訓練を実施

（２）安定ヨウ素剤の配付説明（問診票の記載、問診等）～配付・模擬服用を実施

（３）参加者の一部に配付の流れを体験してもらい、訓練参加者の理解度向上につなげた

① 訓練参加職員： ７名

② 訓練参加住民：５６名

③ 薬剤師 ： ２名

５ 安定ヨウ素剤（液剤）配送訓練

（１）調剤拠点薬局（てらもと薬局）から外江及び渡

地区の一時集結所まで職員による配送を実施

（２）地震により車両通行不可区間を設定し、この区間は徒歩による配送を実施

① 訓練参加職員 ：２名

② 薬剤師 ：１名

③ 配送箇所・時間：７か所・４９分

６

【安定ヨウ素剤服用等訓練の状況】



保育園等の訓練、原子力防災講座の実施状況

６ 保育園等の訓練
（１）地震及び原子力災害発生時の情報授受・伝達手順の確認
（２）保護者への連絡及び引渡し手順の確認
（３）屋外退避（地震対処）及び屋内退避（原子力災害対処）訓練の実施

【屋内退避の状況】【屋外退避の状況】

７ 原子力防災講座
（１）鳥取大学 北 実助教による講座

「放射線の人体への影響と原子力災害時の防護措置」
（２）住民避難に関するワークショップ(総合防災ｿﾘｭｰｼｮﾝ)
（３）広域住民避難計画及び住民避難訓練の説明
（４）参加者

渡地区 ：１６名
外江地区：１１名

【講座実施状況】
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【屋内退避の状況】



８ ＢＣＰ訓練（市行政機能移転訓練）【初】

（１）住民の広域避難に備え、市役所の行政機能を鳥取県庁講堂へ移転する訓練を初めて実施

（２）行政機能移転に必要な準備、手順等について、先行班と支援を行う県職員間で検討・確認

を実施

（３）鳥取県庁講堂と境港市災害対策本部事務局をＰＣ用ＴＶカメラで接続し、連絡会議を開催

ＢＣＰ訓練実施状況

８

【県庁講堂ＴＶ会議実施状況】【境港市ＴＶ会議実施状況】



アンケート回収４７名 カッコ内は人数

段階的避難

広域避難の避難場所

避難手段

行動手順

情報入手方法

今後の避難対応

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００（％）

知っている（３０） 知らない（１６） 無（１）

知っている（１５） 知らない（２８） 無（４）

バス（２２） 自家用車（２７）

その他（１）

分かった（４０）

分からない（１）

無回答（６）

防災行政無線（２２） エリアメール（２８） 広報車・自治会等（１２）

確実にできる（５）

何とかできる（３７） 難しい（５）

十分理解できた（１２） 概ね理解できた（３４）

難しい（１）

広報内容の理解度

複数
回答

複数
回答
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住民避難訓練参加者アンケート結果



アンケート結果（所感）

＜良かった点＞
● 段階的避難の一連の流れについて順を追って訓練でき、今後の参考になった。
● 実災害時にどう行動していいか分からなかったが、訓練を通じてどうすべきか流れが

少し分かり、参加してよかった。
● 広域避難所での間仕切りや、ベッドつくりの体験は良かった。

＜不安な点＞
▲ 避難指示発出前にバス等の手配を行っていなければ、急遽手配できるか不安。
▲ 参加者が大人ばかりだったので、子ども等弱者の避難がうまくいくか心配。
▲ 避難後の生活はどうなるのか、助かっても年齢的にその方に不安を感じる。

＜意見等＞
◆ 自家用車避難の段取りがどうなるのか、参加者を指定してやってみてはどうか。
◆ 若い人の参加、家族、友人、隣人など色んなスタイルでの参加が必要。
◆ 車いす利用者のバス乗降援助や、会場内のバリアフリー化が必要。
◆ 風は西から東に吹くのに、なぜ東に避難するのか。
◆ 避難先は鳥取より岡山、広島、兵庫、大阪にした方が良いのではないか。
◆ 鳥取市までの避難訓練に参加したが、広域避難場所が有事の際の避難施設と

違ったため、施設確認の参考にならなかった。
◆ 避難退域時検査会場で、個人の検査に時間が掛かりすぎる。
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訓練項目 課 題 等

災害対策本部運営訓練等
原子力防災システム（ＮＩＳＳ）による情報の伝達・授受において、情

報を取捨選択し、処理できる要員の育成が必要。

多様な手段による住民避難訓練
屋内退避、ＯＩＬ２による一時移転及び段階的避難についての広報及び

各段階における対処について、住民の理解を深める必要がある。

避難行動要支援者の避難訓練
重篤な在宅避難行動要支援者を避難させるに当たり、介助者や福祉車両

等の確保に関し、関係機関との連携について検討する必要がある。

避難場所確認及び避難体験等

１ 住民の避難地区に応じた避難先の開設について、県と調整する必要

がある。

２ 県の職員が県立の避難所の開設訓練は行ったが、受入れ市町は、訓

練に参加していない。実際の避難所を開設して避難住民を受け入れる

等、受入れ市町の訓練への参加について県に依頼する。

安定ヨウ素剤関連
安定ヨウ素剤の緊急配布に係る職員の育成を、継続して実施する必要が

ある。

原子力総合防災訓練における課題等
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